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１．事業者 

 （１）法人名      社会福祉法人 中江報徳園 

 （２）法人所在地    鹿児島県鹿児島市犬迫町５４０７番地２ 

 （３）電話番号     ０９９－２３８－２１４０ 

 （４）代表者氏名    理事長  長 友 医 継 

 （５）設立年月日    昭和４３年４月 

 

２．事業所の概要 

 （１）事業所の種類   介護予防小規模多機能型居宅介護事業所 

小規模多機能型居宅介護事業所 

 （２）事業所の目的   社会福祉法人中江報徳園が設置運営する小規模多機能型居宅介

護事業及び介護予防小規模多機能型居宅介護事業『小規模多

機能ホーム ひとまとわとり』(以下「事業者」という)は要介

護者の居宅及び事業所において、家庭的な環境と地域住民と

の交流の下で、入浴、排せつ、食事等の居宅において自立した

日常生活を営むことができるようにすることを目的とする。 

（３）事業所の名称   小規模多機能ホーム ひとまとわとり 

（４）事業所の所在地  鹿児島県鹿児島市伊敷５丁目４－１７ 

（５）電話番号     ０９９－２９５－０７９２ 

（６）管理者氏名    岩﨑 孝幸 

（７）当事業所の方針  1.事業所の職員は、通いを中心として、要介護者の様態や希望

に応じて、随時訪問や宿泊を組み合わせ、サービスを提供する

ことにより、利用者の居宅における生活の継続を支援するよう

努めるものとする。 

            2.事業の実施に当たっては、関係市町村、地域包括支援センタ

ー、地域の保健・医療・福祉サービスの提供主体との綿密な連

携を図り、総合的なサービスの提供に努めるものとする。 

（８）開設年月日    平成２９年１０月１日 

（９）登録定員     ２９名 

            （通いサービス定員１５名、宿泊サービス定員５名） 

（10）居室等の概要   当事業所では、以下の居室・設備をご用意しています。宿泊サ

ービスの際に利用される居室は個室となります。 

 

 

 

 



 2 

居室・居室・設備の種類 室 数 備考 

宿泊室 個室 ５室  

居間・食堂  

    台所  

トイレ・手洗い場 車椅子対応トイレ３ヶ所 

浴室・脱衣室 機械浴１槽 リフト浴１槽 

消防設備 スプリンクラー等 

その他  

   ※ 上記は、厚生労働省が定める基準により、指定（介護予防）小規模多機能型宅

介護事所に必置が義務付けられている施設・設備です。 

 

３．事業実施地域及び営業時間 

 （１）通常の事業実施地域  

鹿児島市内(桜島地区を除く) 

    ※上記以外の地域の方は原則として当事業所のサービスを利用できません。 

 （２）営業日及び営業時間 

営業日 年中無休 

   通いサービス ９：００～１６：００ 

   訪問サービス ２４時間 

   宿泊サービス １６：００～翌９：００ 

   ※ 受付・相談については、随時対応していきます。 

 

４．職員の配置状況 

  当事業所では、ご契約者に対して指定（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービス

を提供する職員として、以下の職種の職員を配置しています。 

＜主な職員の配置状況＞※職員の配置については、指定基準を遵守しています。 

1.管理者      1 名（常勤専従）        

2.介護支援専門員  1 名（専従） 

3.介護職員     常勤 1 名以上（他の介護職員は常勤若しくは非常勤） 

4.看護職員     1 名（常勤若しくは非常勤） 

※常勤換算方法で通いサービスの提供に当たる者をその利用者が 3 名又はその端数を増

すごとに 1 名以上（従業者）及び訪問サービスの提供に当たる者を 1 名以上 

宿泊サービス利用者に対して 1 名(夜勤)、訪問サービス利用者対応として 1 名(宿直) 
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＜主な職種の勤務体制＞ 

職種 勤 務 体 制 

1.管理者 勤務時間 ８：３０～１７：３０ 

2.介護支援専門員 勤務時間 ８：３０～１７：３０ 

3.介護職員 

主な勤務時間  ８：３０～１７：３０ 

夜間の勤務時間 １７：００～９：００ 

その他、ご契約者の状況に対応した勤務時間を設定します。 

4.看護職員 勤務時間 ８：３０～１７：３０ 

 

５．当事業所が提供するサービスと利用料金 

 当事業所では、ご契約者に対して以下のサービスを提供します。 

 当事業所が提供するサービスについて、以下の２つがあります。 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

   （介護保険の給付の対象となるサービス） 

 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合  

（介護保険の給付対象とならないサービス） 

 

 （１）介護保険の給付の対象となるサービス（契約書第４条参照） 

   以下のサービスについては、利用料金は介護保険負担割合証に定める割合を介護保

険から給付され、自己負担においては 1 割～３割の支払いになります。ア～ウのサー

ビスを具体的にそれぞれどのような頻度、内容で行うかについては、ご契約者と協議

の上、（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画に定めます（（５）参照）。 

 ＜サービスの概要＞ 

  ア 通いサービス 

   事業所のサービス拠点において、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓

練を提供します。 

  ①食事 

  ・食事の提供及び食事の介助をします。 

  ・調理場でご契約者が調理することができます。 

  ・食事サービスの利用は任意です。 

  ②入浴 

  ・入浴または清拭を行います。 

  ・衣服の着脱、身体の清拭、洗髪、洗身の介助を行います。 

  ・入浴サービスの利用は任意です。 
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  ③排泄 

  ・ご契約者の状況に応じて適切な排泄の介助を行うとともに、排泄の自立についても

適切な援助を行います。 

  ④機能訓練 

  ・ご契約者の状況に適した機能訓練を行い身体機能の低下を防止するよう努めます。 

  ⑤健康チェック 

  ・血圧測定等ご契約者の全身状態の把握を行います。 

  ⑥送迎サービス 

  ・ご契約者の希望により、ご自宅と事業所間の送迎サービスを行います。 

 イ 訪問サービス 

  ・ご契約者の自宅にお伺いし、食事や入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を

提供します。 

  ・訪問サービス実施のための必要な備品等（水道・ガス、電気を含む）は無償で使用

させていただきます。 

  ・訪問サービスの提供にあたって、看護職員及び介護職員は次に該当する行為はいた

しません。 

①医療行為（ただし、看護職員が行うバイタルチェック等を除く。） 

②利用者又は家族の金銭、預貯金通帳、証書、書類などの預かり 

③利用者又は家族からの金銭、物品、飲食の授受 

④利用者の居宅での飲酒、喫煙、飲食 

⑤身体的拘束その他利用者の行動を制限する行為（利用者又は第三者等の生命や身

体を保護するため緊急やむを得ない場合を除く） 

⑥その他利用者又は家族等に対して行う宗教活動、政治活動、営利活動、その他迷

惑行為 

ウ 宿泊サービス 

  ・事業所に宿泊していただき、食事、入浴、排泄等の日常生活上の世話や機能訓練を

提供します。 

６．看取り介護について 

看取り介護は、医学的な見解から医師が回復の見込みがないと判断し、かつ医療機関での

対応の必要性が低いと判断した場合に実施されます。入所者の肉体的、精神的苦痛をでき

る限り緩和し、死への不安や寂しい気持ちを受け止め、入所者がその人らしく生き、その

人らしい最期が迎えられるよう、心のこもった援助を行います。実施については、医師よ

り状況を説明し、看護師・介護職員・生活相談員・介護支援専門員と連携し看取り介護に

関する計画を作成し、入所者の家族等に同意を得て実施します。 

 

７．身体拘束について 

事業者は、原則として利用者に対して身体拘束を行いません。ただし、自傷他害等のおそ

れがある場合など、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことが考えら

れるときは、利用者に対して説明し同意を得た上で、次に掲げることに留意して、必要最

小限の範囲内で行うことがあります。その場合は、身体拘束の内容、目的、拘束の時間、

経過観察や検討内容を記録し、５年間保存します。 
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また事業者として、身体拘束をなくしていくための取り組みを積極的に行います。 

①緊急性･･････直ちに身体拘束を行わなければ、利用者本人または他人の生命・身体に

危険が及ぶことが考えられる場合に限ります。 

②非代替性････身体拘束以外に、利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及

ぶことを防止することができない場合に限ります。 

③一時性･･････利用者本人または他人の生命・身体に対して危険が及ぶことがなくなっ

た場合は、直ちに身体拘束を解きます。 

８．虐待の防止について 

①事業者は、利用者等の人権の擁護・虐待の防止等のために、次に掲げるとおり必要な

措置を講じます。 

②虐待防止に関する責任者を選定しています。 

③虐待防止に関する責任者( 管理者：岩﨑 孝幸 ) 

④成年後見制度の利用を支援します。 

⑤苦情解決体制を整備しています。 

⑥従業者に対する虐待防止を啓発･普及するための研修を実施しています。それらの研

修等を通じて、従業者の人権意識の向上や、知識・技術の向上に努めます。 

⑦個別支援計画の作成など適切な支援の実施に努めます。 

⑧従業者が支援にあたっての悩みや苦労を相談できる体制を整えるほか、従業者が利

用者等の権利擁護に取り組める環境の整備に努めます。 

 

９．身分証携行義務 

訪問介護員等は、常に身分証を携行し、初回訪問時及び利用者又は利用者の家族から

提示を求められた時は、いつでも身分証を提示します 

   

１０．サービス提供の記録 

①指定（予防）小規模多機能型居宅介護サービスを提供した際には、提供した具体的な

サービス内容等の記録を行うこととし、その記録はサービス提供の日から５年間保

存します。 

②利用者は、事業者に対して保存されるサービス提供記録の閲覧及び複写物の交付を

請求することができます。 

③入居に際して入居年月日及び事業所名称を、退居に際して退居年月日を介護保険被

保険者証に記載いたします。 

 

１１．心身の状況の把握 

小規模多機能型居宅介護サービスの提供にあたっては、計画作成担当者が開催

するサービス担当者会議等を通じて、利用者の心身の状況、その置かれている環

境、他の保健医療サービス又は福祉サービスの利用状況等の把握に努めるものと

します。 

  

＜サービス利用料金＞（契約書第５条参照） 

  ア 通い・訪問・宿泊（介護費用分）すべてを含んだ一月単位の包括費用の額 

   利用料は１か月ごとの包括費用（定額）です。 

 ☆ 下記利用者負担金は１割の場合であり、実際の負担金は介護保険負担割合証に記載

の利用者負担の割合になります。 
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１．同一建物に居住の場合 ２．同一建物に居住しない場合   

要支援１ ３，１０９円 ３，４５０円   

要支援２ ６，２８１円 ６，９７２円   

要介護１ ９，４２３円 １０，４５８円   

要介護２ １３，８４９円 １５，３７０円   

要介護３ ２０，１４４円 ２２，３５９円   

要介護４ ２２，２３３円 ２４，６７７円   

要介護５ ２４，５１６円 ２７，２０９円   

  

☆ 月ごとの包括料金ですので、ご契約者の体調不良や状態の変化等により（介護予防）

小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よりも利用が少なかった場合、または

（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画に定めた期日よりも多かった場合であっ

ても、日割りでの割引または増額は致しません。 

 ☆ 月途中から登録した場合または月途中から登録を終了した場合には、登録した期間

に応じて日割りした料金をお支払いいただきます。なお、この場合の「登録日」及

び「登録終了日」とは、以下の日を指します。 

   登録日・・・ご契約者が当事業所と利用契約を結んだ日ではなく、通い、訪問、宿

泊のいずれかのサービスを実際に利用開始した日 

   登録終了日・・・ご契約者と当事業所の利用契約を終了した日 

 ☆ ご契約者が要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の金額をいった 

んお支払いいただきます。要介護認定を受けた後、自己負担額を除く金額が介護保 

険から払い戻されます(償還払い)。償還払いとなる場合、ご契約者が保険給付の申 

請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」を交付します。 

 ☆ ご契約者に提供する食事及び宿泊に係る費用は別途いただきます(下記(２)ア及 

びイ参照) 

  

イ 加算について  

①初期加算 

  小規模多機能型居宅介護事業所に登録した日から３０日以内の期間について算定。

又、３０日を超える入院をされた後に再び利用を開始した場合も同様 

 ・初期加算：３０単位/日 
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②認知症加算 

・認知症加算（Ⅰ） ： ９２０ 単位/月 

認知症介護指導者研修終了者を配置している場合など 

・認知症加算（Ⅱ） ： ８９０単位/月・人 

認知症介護実践リーダー研修等修了者を配置している場合など 

・認知症加算（Ⅲ） ： ７６０単位/月・人 

認知症日常生活自立度Ⅲ以上の登録ご契約者 

・認知症加算（Ⅳ） ： ４６０単位/月・人 

要介護 ２ に該当する認知症日常生活自立度Ⅱの登録ご契約者 

③看護職員配置 

・看護職員配置加算（Ⅰ） ： ９００ 単位/月 

常勤かつ専従の看護師を 1 名以上配置している場合 

・看護職員配置加算（Ⅱ） ： ７００ 単位/月・人 

常勤かつ専従の准看護師を 1 名以上配置している場合 

  ④サービス提供体制強化加算 

・サービス提供体制強化加算(Ⅰ)： ７５０ 単位/月・人 

介護福祉士の配置が 70％以上又は勤続 10年以上の介護福祉士が 25％以上の配置 

・サービス提供体制強化加算(Ⅱ)： ６４０ 単位/月・人 

介護福祉士の配置が 40％以上の配置 

⑤処遇改善加算 

・介護職員処遇改善加算Ⅰ：所定単位数に対して ：１４．９％ 

  ・介護職員処遇改善加算Ⅱ：所定単位数に対して ：１４．６％ 

⑥総合マネジメント体制強化加算 

・総合マネジメント体制強化加算（Ⅰ）：１，２００単位/月 

  日常的に地域住民等の相談に対応する体制を確保している場合など 

 ・総合マネジメント体制強化加算（Ⅱ）：８００単位/月 

利用者の多様な活動の確保の為地域行事や活動等に積極的に参加している場合など 

 ⑦科学的介護推進体制加算 

 ・科学的介護推進体制加算：４０単位/月 

  利用者ごとの ADL値、栄養状態、口腔機能、認知症の状況、その他の利用者の心身状 

況等に係る基本的な情報を、厚生労働省に提出している場合など 

⑧口腔・栄養スクリーニンング加算 

  ・口腔・栄養スクリーニング加算(Ⅰ)：２０単位/回 

利用開始時及び利用中６月ごとに利用者の口腔の健康状態のスクリーニンング及び

栄養状態のスクリーニングを行った場合に 1回につき加算される。 
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(２) 介護保険の給付対象とならないサービス(契約書第５条参照) 

以下のサービスは、利用料金の金額がご契約者の負担となります。 

<サービスの概要と利用料金> 

 ア 食事の提供(食事代) 

   ご契約者に提供する食事に要する費用。 

   料金:朝食:４００円  昼食:５００円  夕食:４８０円 おやつ代:８０円 

   ※利用時間帯によりおやつ代のみいただく場合がございます。 

 イ 宿泊に要する費用 

   ご契約者に提供する宿泊サービスの宿泊に要する費用。 

           １泊 ２，０００円 

 ウ 通常の事業の実施地域以外のご契約者に対する送迎費及び交通費。 

 エ おむつ代   自己負担 

 オ レクリエーション、クラブ活動 

   ご契約者の希望により参加していただくことができます。 

  利用料金：材料代等の実費をいただく場合がございます。 

カ 複写物の交付 

  ご契約者は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写物を

必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

 

(３) 利用料金のお支払い方法 (契約書第５条参照) 

前記(１)、(２)の料金・費用は、１ヶ月ごとに計算し次のいずれかの方法により

翌月１５日までにお支払い下さい。 

    １ 事業所での現金支払い 

    ２ 口座振替 

 

  （４）利用の中止、変更、追加（契約書第６条参照） 

  ☆（介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスは、（介護予防）小規模多機能型

居宅介護計画に定められた内容を基本としつつ、ご契約者の日々の様態、希望

等を勘案し、適時適切に通いサービス、訪問サービスまたは宿泊サービスを組

み合わせて介護を提供するものです。 

 

  ☆利用予定日の前に、ご契約者の都合により、（介護予防）小規模多機能型居宅介

護サービスの利用を中止または変更、もしくは新たなサービスの利用を追加す

ることができます。この場合には原則としてサービスの実施日の前日までに事

業所に申し出てください。 
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  ☆５．（１）の介護保険の対象となるサービスについては、利用料金は１か月ごと 

の包括費用（定額）のため、サービスの利用回数等を変更された場合１ヶ月の 

利用料は変更されません。ただし、５．（２）の介護保険の対象外のサービスに

ついては、利用予定日の前日までに申し出がなく、当日になって利用の中止の申

し出をされた場合、取消料として下記の料金をお支払いいただく場合がありま

す。ただしご契約者の体調不良等正当な事由がある場合は、この限りではありま

せん。 

利用予定日の前日までに申し出があった場合          無   料 

利用予定日の前日までに申し出がなかった場合 
   当日の利用料金 

(自己負担相当額)の５０％ 

  ☆サービス利用の変更・追加の申し出に対して、事業所の稼働状況によりご契約

者の希望する日時にサービスの提供ができない場合、他の利用可能日時をご契

約者に提示して協議します。 

 

 (５) （介護予防）小規模多機能型居宅介護計画について 

   （介護予防）小規模多機能型居宅介護サービスは、ご契約者一人ひとりの人格

を尊重し、住み慣れた地域での生活ができるよう、地域住民との交流や地域活

動への参加を図りつつ、ご契約者の心身の状況、希望及びその置かれている環

境を踏まえて、通いサービス、訪問サービス及び宿泊サービスを柔軟に組み合

わせる事により、地域での暮らしを支援するものです。 

 事業者は、ご契約者の状況に合わせて適切にサービスを提供するために、ご契

約者と協議の上で（介護予防）小規模多機能型居宅介護計画を定め、またその

実施状況を評価します。計画の内容及び評価結果等は書面に記載してご契約者

に説明の上交付します。 

 

１２．苦情の受付について (契約書第１８条参照) 

 (１) 当事業所における苦情の受付 

    当事業所における苦情やご相談は以下の専用窓口で受け付けます。 

     ○苦情受付窓口 (担当者) 岩﨑 孝幸 

             [職名]  管理者 

     ○受付時間   毎週 月曜日 ～土曜日 

                ８:３０～ １７:３０ 
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（２）行政機関その他苦情受付機関 

鹿児島市役所 

健康福祉局すこやか長寿部 

介護保険課給付係 

所在地：鹿児島市山下町１１番１号 

電話番号：２１６－１２８０ 

受付時間：８：３０～１７：１５ 

鹿児島県 

国民健康保険団体連合会 

介護保険課相談室 

所在地：鹿児島市鴨池新町７番４号 

電話番号：２１３－５１２２ 

受付時間：９：００～１７：００ 

鹿児島県社会福祉協議会事務局 

長寿社会推進部 

福祉サービス運営適正化委員会 

所在地：鹿児島市鴨池新町１番７号 

電話番号：２８６－２２００ 

受付時間：９：００～１６：００ 

 

１３．運営推進会議の設置 

 当事業所では、（介護予防）小規模多機能型居宅介護の提供にあたり、サービスの提

供状況について定期的に報告するとともに、その内容等についての評価、要望、助言

を受けるため、下記のとおり運営推進会議を設置しています。 

＜運営推進会議＞ 

構 成：ご契約者、ご契約者の家族、地域住民の代表者、市町村職員、地域包

括支援センター職員、小規模多機能型居宅介護について知見を有する

者等 

開 催：隔月で開催 

会議録：運営推進会議の内容、評価、要望、助言等について記録を作成します 

 

１４．サービスの第三者評価の実施状況について 

 当事業所で提供しているサービスの内容や課題等について、第三者の観点から評価を行 

います。 

①実施の 有 無 

②実施した直近の年月日 

③第 3 者評価機関 

④評価結果の開示状況 

 

１５．事故発生時の対応 

①事故防止対策委員会を設置し、定期研修を行うと共に、分析を通じた改善策を職

員に周知し、再発防止に努めます。 

   ②サービス提供により、利用者の病状に急変、その他、緊急事態及び事故が発生し

た時は、速やかに市町村、家族及び主治医に連絡を行うと共に、必要な措置を講

じます。 

   ③前項の事故の状況、採った処置などについて記録を残します。 

   ④サービス提供により、賠償すべき状況が発生した時は、損害賠償を行います。 
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１６．協力医療機関、バックアップ施設 

    当事業所では、各ご契約者の主治医と連携を基本としつつ、病状の急変等に備えて

以下の医療機関を協力医療機関として連携体制を整備しています。 

 ＜協力医療機関・施設＞ 

    医療法人玉水会病院   所在地  鹿児島県鹿児島市下伊敷１－１－５ 

                  ℡  ０９９－２２３－３３３０ 

    介護老人保健施設 スイートケアなかよし 

                所在地  鹿児島県鹿児島市下伊敷１－１－５ 

                  ℡  ０９９－２２３－３３９０ 

    いしき訪問看護ステーション 

                所在地  鹿児島県鹿児島市草牟田町９－１１ 

                  ℡  ０９９－２２５－６４１５ 

 いぶすき歯科医院 

             所在地  鹿児島県鹿児島市西伊敷４－４５－２ 

 

    

１７．衛生管理等 

①衛生管理について 

利用者の使用する施設、食器その他の設備又は引用に供する水について、衛生的な管理

に努めるとともに、衛生上必要な措置を講じます。 

②感染症対策マニュアル 

ノロウイルス・インフルエンザ等の感染症予防マニュアルを整備し、従業者に周知徹底

しています。また、従業者への衛生管理に関する研修を年２回行っています。 

③他関係機関との連携について 

事業所において食中毒及び感染症が発生し又は蔓延しないように必要な措置を講じま

す。また、食中毒及び感染症の発生を防止するための措置等について、必要に応じて保

健所の助言、指導を求めるとともに、常に密接な連携に努めます。  

 

１８．非常災害時の対応 

非常災害に関しては、事業所で定めている消防計画によるものとし、毎年２回避難訓

練・消火訓練・夜間想定訓練を行います。また、施設の立地環境に応じ、火災、風水害、

地震、津波等個別の「非常災害対策計画」を策定するものとします。 

    ＜消防用設備＞ 

      ・消火器  ・自動火災報知器  ・消防機関へ通報する火災報知設備  

・誘導灯  ・非常照明     ・スプリンクラー 
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１９．サービス利用にあたっての留意事項 

   ①サービス提供前に健康チェックを行い、結果次第では、入浴サービス等を中止する

場合があります。 

   ②利用当日に欠席をする場合には前日もしくは当日午前 8時 30分までに事業所に連絡

をしていただきます。 

   ③サービス提供上、他の利用者の方に迷惑となる行為等が見られた場合、利用の中止

をしていただくことがあります。 

④サービス利用中は、職員の指示に従っていただきます。 

 

２０．利用者様が病院等に入院された場合の取り扱いについて 

  ①入院中サービスを利用しない場合でも利用料金は１か月ごとの包括費用（定額）のた

め、サービス料金が発生します。 

  ②１４日以内の入院の場合（検査入院等）は、退院後再びサービスを利用することがで

きます。 

  ③１４日以上入院された場合は、登録契約を解除する場合もあります。 

④１４日以内を目安に退院が見込まれない場合は、本登録を解除いたします。この場

合は、当事業所に優先的に登録することはできません。 
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指定小規模多機能型居宅介護サービス（指定介護予防小規模多機能型居宅介護サービス）

の提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

小規模多機能ホーム ひとまとわとり 

説明者職名 （       ） 氏 名 （             ）    

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、指定小規模多機能型居宅介護

サービス（指定介護予防小規模多機能型居宅介護サービス）の提供開始に同意しました。 

 

令和   年   月   日   

 

 

       契約者（本人）氏 名            （続柄    ） 

  

       本人代理   氏 名            （続柄    ） 

  

       家族代表   氏 名            （続柄    ） 

              

              住 所                      

 

本書 2 通を作成し、契約者・事業者が記名押印のうえ、各 1 通を保有することにします。 

 


